　
神奈川県就労継続支援Ａ型への移行助成事業実施要領
第１　趣旨

この要領は、神奈川県就労継続支援Ａ型への移行助成事業（以下「本事業」という。）を実施するにあたり、神奈川県障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める。
第２　目的

就労継続支援Ｂ型事業所及び旧法授産施設（以下、「対象事業所」という。）が、雇用契約に基づき高い賃金を実践している就労継続支援Ａ型事業所へ移行することを促進し、もって、障害者の就労の充実を図ることを目的とする。
第３　事業実施主体

　本事業の実施主体は、県とする。

第４　本事業の内容等
１　本事業の内容

対象事業所が就労継続支援Ａ型事業所へ移行するために以下の事業を実施した場合に助成する。
（１）新たな事業への転換・開拓・開発や、障害者雇用に対する経営ノウハウを持った関係者等との協議に必要な経費

（２）就労継続支援Ａ型事業所等への視察等に必要な経費

（３）中小企業診断士による相談、経営診断等を受けるために必要な経費
２　補助対象経費
「交付要綱」別表６で定める費用を対象とする。

３　補助基準額
「交付要綱」別表６に定める補助基準額を限度とする。
４  補助金の額
補助金の額は、「補助要綱」別表６で定める補助基準額の範囲内で、実際の支払に要した額とする。
第５　補助金の交付
１　補助金の交付は、概算払いとする。

２  県は本事業の進捗状況を把握するため、必要な報告を求めることができる。

第６　補助金の申請
本事業による補助を受けようとする事業者は、交付要綱第１号様式及び交付要綱第４条
第２項に定めるものを、原則として５月末日までに県に提出して行うものとする。

第７　実績報告

　第６による交付申請を行った事業者は、交付要綱第８条に定めるものを、事業完了後15

日以内に県に提出して行うものとする。

附　則

この要領は、平成21年4月1日から施行し、平成24年3月31日をもって廃止する。

　　第１号様式（第４条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

平成　　年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付申請書

年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

市町村の長又は団体の代表者　　　印

　　　　　　　　　　

平成　　年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業について、補助金の交付を受けたいので関係書類を添えて申請します。

　１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　
　
２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書　（別紙）
３　添付書類
　（１）歳入歳出（収入支出）予算書抄本
　（２）その他参考となる書類
別紙（第１号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書

（補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助事業名
	就労継続支援Ａ型への移行助成事業

	具体的な事業内容
	１　実施予定の事業および予算額

事業内容

予算額

２　Ａ型事業所への移行予定時期　　

　　

　　　平成　　年　　月　　日

　

	事業の着手日（予定）
	　平成　　年　　月　　日

	事業の完了日（予定）
	　平成　　年　　月　　日


（注1） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注2） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。

別紙（第１号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）


障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書
（補助事業者名：　社会福祉法人　○○会　　　　　）

	補助事業名
	就労継続支援Ａ型への移行助成事業

	具体的な事業内容
	１　実施予定の事業および予算額


· 事業内容は、神奈川県就労継続支援Ａ型への移行助成
事業実施要領第４の１に基づき記載してください。

事業内容

予算額

新たな事業の開拓を行う
300,000

障害者雇用企業経営者との協議を行う
50,000

Ａ型事業所への視察を行う
50,000

経営診断を受ける

200,000

２　Ａ型事業所への移行予定時期　　

　　

　　　平成　　年　月　日

　

	事業の着手日（予定）
	平成　　年　　月　　日

	事業の完了日（予定）
	平成　　年　　月　　日


（注1） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注2） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。
記載例
歳入歳出（収入支出）予算書抄本

事　業　所　名　

就労継続支援Ａ型への移行助成事業費

　（収入）　　　神奈川県補助金　　　　　　６００，０００　円

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　６００，０００　円

　
　（支出）　　　人件費等　　　　　　　　　５００，０００　円　　　　　　

　　　　　　　　役務費（通信代等）　　　　１００，０００　円

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　６００，０００　円

上記のとおり相違ないことを証明する。

平成　　年　　月　　日

○○法人　△△△△

理事長　　□□　□□
記載例





印





斜体文字部分を記入してください。








